
 

                     ５会若議第 308 号 

                     令和５年７月７日 

 

 会津若松市長  室  井  照  平   様 

 

          会津若松市議会議長  清  川  雅  史 

 

   会津若松市議会からの政策提言について（通知） 

 

 標記の件につきまして、当市議会予算決算委員会が実施した所管 

事務調査の成果を踏まえ、別紙のとおり、市の政策・施策に関する 

提言をとりまとめましたので通知いたします。 

 つきましては、当該提言の趣旨、内容等を御賢察いただき、政策 

・施策への反映について特段のご配慮を賜りますようお願い申し上 

げます。 

 なお、予算決算委員会の所管事務調査報告書を添付いたしますの 

で、御参照願います。 
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会 津 若 松 市 議 会 か ら の 政 策 提 言 事 項 
 

 

１ 自主防災組織への支援の在り方に関する提言 

  自主防災組織は、災害による被害を未然に、また最小限に防ぐための組織で、地域に

とって重要な役割を担っており、今般、本市ではさまざまな町内会において自主防災組

織の設立が検討されているところである。現在、市では自主防災組織設立時のみに補助

金を交付しているところであるが、この自主防災組織が継続して、充実した活動ができ、

組織力の強化が図られるためには、設立後においても継続的に財政支援を行う必要があ

る。また、支援に当たっては、各自主防災組織のニーズを的確に把握した上で、各地域

の実情に応じた補助の在り方を検討すべきである。 

 

２ 農政の在り方に関する提言 

  水田活用の直接支払交付金の交付対象水田が見直され、令和４年度から５年間の間に

１か月以上水張りが行われない農地については交付対象水田としない方針とされるなど、

就農者の意欲や所得安定等に影響を及ぼす事態を招いている。 

  農業は、国の施策に大きな影響を受けることから、国に対し、ＪＡをはじめとした関

係機関が一体、一丸となり、水田活用の直接支払交付金の交付対象水田の見直しや安定

的な農業所得の確保等に向け、必要な支援措置を講じるよう要請行動を継続していくべ

きである。 

 

３ 観光誘客に関する提言 

  外国人観光客が来訪先を選ぶ際に参考としている情報は日本国内においても人気のあ

る観光地であり、インバウンド誘客は国内需要の高さが前提となるという指摘もあると

ころである。 

  そのため国内からの観光誘客の強化を図るため、広域的な観光ルートの充実に取り組

みながら、インバウンド対策を講じる必要がある。 

  外国人観光客のニーズを把握しながら、海外の現地法人やインフルエンサー等との連

携・協力によるＰＲや周知に努めていくとともに、2025 年日本国際博覧会（大阪・関西

万博）等を見据え、近接する各空港から本市への直行高速バスの運行を検討するなど、

交通アクセスの充実を図り、外国人観光客をはじめとして本市への観光誘客に取り組む

べきである。 
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４ 中小企業及び小規模企業の振興に係る協議の場に関する提言 

  中小企業・小規模企業未来会議が果たす役割は大きく、中心市街地における賑わいの

創出と商店街の活性化に繋がる取組が期待されるところであり、令和５年度に取組成果

を総括することとしている。 

  これまでのコアメンバーの出席状況等を踏まえれば、欠席が多いメンバーや任期途中

でのメンバーの交代等もあり、所期の目的を果たせるとは言い難い側面も見受けられる。 

  未来会議の構成メンバーは、一定期間継続して会議に出席できるメンバーとするべき

であり、その選出方法について改善を図るべきである。 

 

５ 市民の安心・安全を担保するための社会インフラの在り方に関する提言 

  本市におけるインフラ整備については、「会津若松市総合治水計画」、「会津若松市橋梁

長寿命化計画」、「会津若松市水道事業ビジョン」、「会津若松市下水道ストックマネジメ

ント計画」など、分野ごとの個別計画が策定されているものの、インフラ全体について

のマネジメント計画は策定されていない。また、市民からの要望の多い生活道路につい

ても、日々のパトロールによる現状の把握と応急的な補修により対応している状況にあ

り、計画的な管理を進めていく必要がある。 

  そのためには、市において、適切な予防保全や、長期的視点での整備を行い、管理す

るインフラを総体的に把握して対応していくための「（仮称）会津若松市インフラマネジ

メント計画」の策定が必要であり、市全体のインフラ総量を把握するための管理のデジ

タル化を進め、市民からの要望・対応状況や日常の補修等の管理も含めた、計画的なイ

ンフラの整備・管理を行うことが必要である。将来的には、民間への道路管理の包括委

託の可能性も視野に入れ、各種事業内容の洗い出しや、除雪を含めた通年による道路管

理など、将来を見据えた検討を行っていくべきである。 


